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第６期介護保険事業計画の策定にあたって 

 第５期事業計画以降、我が国の社会保障制度を取り巻く環境は大きく変化し

ました。２０１３（平成２５）年８月に取りまとめられた「社会保障制度国民

会議報告書」、「社会保障改革プログラム法」及び「地域における医療及び介護

の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」の成立です。 

私たち市町村は、迫りくる２０２５年をどう乗り越えていくかが問われてい

ます。２０１５（平成２７）年４月からの介護保険は、２００６（平成１８）

年４月改正に次ぐ大きな制度改正になります。 

２００６年改正は、「介護予防重視型システムへの転換」が行われました。そ

の際、国立市においては、直営型の地域包括支援センターの設置を選択しまし

た。センターの運営も様々な困難を乗り越える中で、１０年目にしてようやく

軌道に乗ってきたところです。市民の方々からも良い評価をいただいており、

大変嬉しく思っています。 

超高齢化社会において、安心して住み慣れた地域で暮らし続けることを目指

す地域包括ケアシステムは、行政（公助・共助）に加え、地域資源（互助）と

ともに、市民自らの力（自助）を高めていくことが求められています。 

 この間、市は、「国立市在宅療養推進連絡協議会」を設置する中で、様々な専

門職の方々との連携により、いつまでも住み慣れた地域で暮らすことができる

地域包括ケアシステムの検討、実践を行っています。「国立市認知症の日」の設

定、「地域における市民勉強会」の開催、「在宅療養ハンドブック」の作成、「認

知症カフェ」の実施、「若年性認知症の会」の運営支援などです。 

特に、認知症対応に関しては、他に先駆けて医療と連携する中において、対

応チームを設置し、早期発見・早期支援に努めています。また、医療連携に関

しても、医師会・歯科医師会・薬剤師会のご理解・ご協力をいただく中でオー

ル国立を目指しているところです。 

 ２０１５年改正では、要支援者の方々に対する予防給付の一部が市町村事業

に変わりました。この改正が意味するところは、市町村が責任を持って高齢者

の方々とともに介護予防に取り組むことだと思います。先にも述べたとおり、

市民の方々も来る２０２５年が抱えている問題に関心を持っていただくととも

に、介護保険法にも定められているように、自らも要介護状態を予防すること

や健康保持に努めていただきたいと思います。 

 本介護保険事業計画に基づく事業の運営により、「２４時間３６５日安心・安

全のまちづくり」に。 

最後に、本計画の策定にあたりまして、１年以上にわたり審議をいただいた介

護保険運営協議会委員の皆様をはじめ、ご協力をいただいた皆様方に厚くお礼

を申し上げます。 

                    ２０１５（平成２７）年３月 

                      国立市長 佐藤 一夫 
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はじめに 

 

 ２０１２（平成２４)年度から２０１４(平成２６)年度まで実施された第５期国立市介護保険事

業計画の最重要の柱は「地域包括ケアシステムの体制づくり」であった。そのために、同計画で

は、「国立市にとって有効な地域包括ケアシステムとは一人、一人の高齢者の生活を支える２４時

間システムである。２４時間の地域包括ケアシステムの根幹は医療、介護の提供であり、それを

支える看護、介護体制である。」「地域包括ケアを実現するためには根幹である医療、介護の２つ

の視点による取り組みのほか、住まい、予防、生活支援の合わせて５つの視点による取り組みが

必要である」とし、地域包括支援センターの機能強化をはじめとして、５つの視点のそれぞれに

ついて、国立らしさを生かした具体的な取り組みを進めてきた。 

 厚生労働省は以前から地域包括ケアシステムの構築を各自治体に求めているが、第６期事業計

画の策定に向けて、その要請はより強化されている。その一つの例が「介護予防・日常生活支援

総合事業」（新しい総合事業）であろう。ただし、厚生労働省は新しい総合事業についても、その

プログラムの詳細を示すことはない。新しい総合事業の具体的なプログラム設計は国が行うので

はなく、自治体に委ねられているのである。このことは各自治体における地域包括ケアシステム

の全体設計についても同様である。現在提起されている地域包括ケアシステムの構築という課題

は、自治体のみの取り組みでは進めることができない。住民、事業者、さらには関連自治体との

連携も含めた地域コミュニティ全体の問題解決力が問われる複雑な課題であると考える。 

本計画は、このような背景を踏まえ、第６期の計画として、２０１５（平成２７)年度から２０

１７(平成２９)年度までの３か年の介護保険事業計画とするものである。 
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第１部 計画の策定にあたって 

 第１章 第６期計画策定に向けて 

１ 背景と目的 

２０００年（平成12年）4月に介護保険制度が施行されてから1４年が経過し、介護サービ

スの利用者や給付費は増加し、介護サービス事業者の数や質も充実してくるなど、介護保険制

度は社会保障制度として定着してきた。 

 今後、団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年（平成３７年）には、さらに介護が必要な

高齢者が増加することが見込まれている。 

国立市の介護保険制度運営の基本理念である「高齢になっても障害があっても、住み慣れた

地域で自分らしく自立した生活ができることをまちづくりの基本とする」２４時間３６５日安

心安全なまちづくりを目指し、第5期計画から、高齢者が地域で自立した生活が営めるよう、

医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく提供される「地域包括ケアシステ

ム」の実現に向けた取り組みを行ってきたところである。 

本計画は、このことを踏まえ、地域の事情や特性等を反映した地域に相応しいサービス提供

体制の実現を基本としつつ、目指すべき「地域包括ケアシステム」の達成が図れるよう第６期

国立市介護保険事業計画を地域包括ケア計画として策定するものである。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、介護保険法第１１７条の規定に基づき策定する、国立市における保険事業及び地

域支援事業の円滑な実施に関する計画である。 

第5期計画の延長上に位置付けられ、国立市における「地域包括ケアシステム」の実現に向

けた取り組みを中心とした計画である。 

また、本計画は国立市高齢者保健福祉計画と連動するものである。 

 

３ 計画の期間 

介護保険法第１１７条第１項は、「市町村は、基本指針に即して、３年を１期とする当該市町

村が行う介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画を定めるものとする。」と規定

している。 

そのため、本計画の期間は、2015 年度（平成２7 年度）から２０17 年度（平成２9 年度）

までの 3 か年とする。 

 

４ 計画策定のための体制 

介護保険事業計画の策定及び評価等の事項についての調査、審議をすることについて、第１

号・第２号被保険者各 2 名の公募市民や学識経験者、居宅介護支援事業者、介護サービス提供

事業者で構成する１４名からなる委員による国立市介護保険運営協議会（以下「協議会」とい

う。）に対し、２０１3 年（平成２5 年）１2 月に市長から諮問を行った。 
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協議会は市長の諮問に応じ、計１６回の審議を行うとともに、２０1４年（平成２6 年）１

１月には市内の高齢者約 11,4００名を対象に日常生活圏域ニーズ調査を実施、他に要支援・

要介護認定者約３，０００名に対するアンケートや介護保険事業者を対象に事業の運営状況等

についてのアンケート調査を実施した。 

また、協議会委員 6 名からなる介護保険運営協議会検討部会を立ち上げ、「介護予防・日常

生活支援総合事業」の実施にむけての検討を８回実施し、その内容を協議会へ報告し、審議し

てきた。 

これらを踏まえて、協議会は最終的に２０１5 年（平成２7 年）２月４日に答申を行う。今

後広く市民の意見を聴き計画に反映するために、２０１5 年（平成２7 年）２月には答申につ

いてのパブリックコメント、市民説明会を３回実施し、意見や要望の集約を図る予定である。 

以上の経過を経て、市は答申内容を踏まえ、行政計画として「第 6 期国立市介護保険事業計

画」を策定する予定である。 

 

５ 計画の達成状況の点検 

市は計画期間中、定期的に介護サービスの利用実績等から計画の達成状況を点検し、その結

果を協議会に説明し、運営上の問題点を適宜把握するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 

 第２章 基本的な考え方 

 １ ２０２５年（平成３７年）の将来像 

① 人口の推移と推計 

国立市の総人口は、今後は横ばいの傾向で２０１7 年度（平成２9 年度）には７4，362 人

と推計され、2025 年度（平成３７年度）は７３，０３２人に減少する見込みである。 

 

 

②高齢化率と認定者数の推計 

 現況から推計すると２０２５年度（平成３７年度）には、高齢化率は２４．３５％に達して

およそ４人に１人が高齢者となり、要介護認定者は約３，９００人、認知症高齢者については、

認定者のうち半数程度を占める見込みとなっている。 

 

 

     実 績 値 推計値 
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 今後はよりいっそうの介護予防、要介護状態にならないよう、元気で過ごせる健康寿命の延

伸を目標とした支援が必要となる。現状のままの枠組みでは介護保険の標準給付費も６６億５

千万円以上必要となる試算となっている。この場合保険料の標準基準月額は 8,500 円程度とな

り、現行の 5,100 円と比較して６６％以上の引き上げとなっていく。 
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２ 国立市の地域包括ケアシステム 

 国立市の地域包括ケアシステムは「できるだけ長く在宅生活を継続するための」仕組みである。

２０２５年（平成３７年）には団塊の世代が後期高齢者となり、要介護認定者の大幅な増加が予

想されるため、今後１０年間での取り組みが重要となる。住み慣れた地域で生活を継続していく

ための医療、介護、予防、住まい、生活支援を柔軟に組み合わせて提供する仕組みを日常生活圏

域単位で構築していくことを目指すものである。 

 

３ 基本理念と基本原則 

 国立市における介護保険事業は、介護保険法第 1 条、第 2 条及び第 4 条をその基本理念、基

本原則とする。 

 介護保険法 

（目的） 

第１条 この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により 

   要介護状態となり、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護 

   及び療養上の管理その他の医療を要する者等について、これらの者が尊 

厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができ 

るよう、必要な保健医療サービス及び福祉サービスに係る給付を行うた 

め、国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制度を設け、その行う保険 

給付等に関して必要な事項を定め、もって国民の保健医療の向上及び福 

祉の増進を図ることを目的とする。                  

（介護保険） 

第２条 介護保険は、被保険者の要介護状態又は要支援状態（以下「要介護状 

   態等」という。）に関し、必要な保険給付を行うものとする。 

２  前項の保険給付は、要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよう 

行われるとともに、医療との連携に十分配慮して行われなければならな 

い。 

３  第一項の保険給付は、被保険者の心身の状況、その置かれている環境 

  等に応じて、被保険者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福 

祉サービスが、多様な事業者又は施設から、総合的かつ効率的に提供さ 

れるよう配慮して行われなければならない。 

４  第一項の保険給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態となった 

  場合においても、可能な限り、その居宅において、その有する能力に応 

じ自立した日常生活を営むことができるように配慮されなければならな 

い。 
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（国民の努力及び義務） 

第４条 国民は、自ら要介護状態となることを予防するため、加齢に伴って生 

ずる心身の変化を自覚して常に健康の保持増進に努めるとともに、要介 

護状態となった場合においても、進んでリハビリテーションその他の適 

切な保健医療サービス及び福祉サービスを利用することにより、その有 

する能力の維持向上に努めるものとする。 

２  国民は、共同連帯の理念に基づき、介護保険事業に要する費用を公平 

に負担するものとする。 
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第２部 地域包括ケアシステムの現状と２０２５年（平成３７年） 

に向けた課題と施策 

第１章 国立市の地域包括ケアシステムの現状と課題 

１ 国立市における高齢者の状況 

現在の国立市の高齢化等の現況は以下のとおりである。 

 （１）高齢者人口 

  ６５歳以上人口（平成２６年１１月末現在） 

   １６，１５８人（高齢化率 ２１．６７％） 

高齢者人口推計では、 

    平成２７年度 １６，３８９人（２２．０２％） 

    平成２８年度 １６，６２６人（２２．３４％） 

    平成２９年度 １６，８３２人（２２．６４％） 

   （２）高齢化率の状況 

 

表「２６市高齢化率」のとおり、国立市の高齢化率は第５期介護保険事業計画当初の

2012 年（平成２４年）４月における 20.03％から、２年経過した 201４年（平成

26 年）４月には 21.3％と約１％増加しているものの、多摩２６市の平均より低い位

置にある。 
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（３）後期高齢化率の状況 

 

表「２６市後期高齢化率」のとおり、ほぼ平均値となっている。 

 

（４）前期（６５歳～７４歳）・後期（７５歳以上）高齢者の比率

 

表「２６市前期・後期高齢者の比率」のとおり、他市より後期高齢者の比率が若干高く

なっている。  
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（５）要介護認定者について 

   ・要支援･要介護認定者数（平成２６年９月末現在） 

    ３，０５６人（６５歳以上の方(第１号被保険者)の １８．９５％） 

     ※全国（同月末、約５９８万人、１８．３７％） 

今後の見込では 

平成２７年度 ３，０９０人（１８．８５％） 

平成２８年度 ３，１３３人（１８．８４％） 

平成２９年度 ３，２２８人（１９．１８％） 

と増加する見込みとなっている。 

 

（６）要介護認定率の状況について 

 

表「２６市要介護認定率」のとおり、他市より認定率は高くなっている。 
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（７）後期高齢者要介護認定率の状況 

 

表「２６市後期高齢者要介護認定率」のとおり、他市より認定率は高くなっている。 

 

（８）高齢化率と要介護認定率の状況 

 

表「２６市高齢化率と要介護認定率」のとおり、他市より高齢化率は低いものの、要介

護認定率は高くなっている。 
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（９）後期高齢者割合と要介護認定率の状況 

 

表「２６市後期高齢者割合と要介護認定率」のとおり、26 市平均より後期高齢者割合、

要介護認定率ともに高くなっている。 

 

（１０）認定者のうち軽度者（要支援１・２、要介護１）の占める割合 

 

表「26 市軽度者（要支援１・２、要介護１）の占める割合」のとおり、軽度者の割合は、

ほぼ 26 市平均と同じ割合となっている。 
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（１１）認定者のうち中度者（要介護２、要介護３）の占める割合 

 

表「２６市中度者（要介護２、要介護３）の占める割合」のとおり、中度者は２６市平

均より高くなっている。 

 

（１２）認定者のうち重度者（要介護４、要介護５）の占める割合 

 

表「２６市重度者（要介護４、要介護５）の占める割合」のとおり、重度者の割合は２

６市平均より低くなっている。 
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（１３）サービス利用率 

 

表「２６市サービス利用率」のとおり、サービス利用率は２６市平均より高くなってい

る。 

 

（１４）利用者一人当り給付額 

 

表「２６市利用者一人当り給付額」のとおり、一人当り給付額は２６市平均より高くな

っている。 
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２ 国立市の地域包括ケアを支える施策の現状と課題  

第 6 期介護保険事業計画は 2025 年に向けた重要な方向性を持つものである。第 5 期で開始

した地域包括ケア実現のための施策の方向性を確認し、その取り組みを継承発展させる。重度な

要介護状態になっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最後まで実現できるよう、医療、介

護、生活支援、予防、住まいを包括的に確保する体制を国立市の中で本格的に構築していく必要

がある。 

2025 年以降、いわゆる団塊の世代が後期高齢者となり、「超少子高齢社会」を迎える。現在

はその過渡期であり、５０歳以上が５０％を占める未来社会を想定し、単にサービス水準、給付

費、保険料の推計だけではなく、市民の誰もが安心して暮らせる未来図を描いていく。 

第５期介護保険事業計画では、地域包括ケア体制の方向性の確認、在宅療養の基盤整備、認知

症支援体制の確立のために問題点を明確化し、その問題点の解決のために以下の解決策を示した。 

① 総合的な支援体制の強化 

② 直営型地域包括支援センターの相談機能の強化 

③ 地域包括支援センターの包括的支援事業の強化 

④ 認知症対策の強化 

⑤ 在宅療養基盤の整備 

地域包括支援センターの強化に向けて、1 か所のセンターが市内全域をカバーする構想を明確

にし、基幹型包括支援センターとしての役割を果たせるようにした。この結果、地域包括支援セ

ンターの総合相談の件数、内容が充実し、役割が明確となり機能が強化された。さらに、地域包

括支援センターの機能を地域ケア会議の場で明確化し、センターの実績を管理する仕組みを新た

に設ける等により、本来業務である包括的支援事業に力点を置くことを可能とした。 

また、病気や認知症になっても住み慣れた町で 365 日 24 時間安心して暮らし続けられる在

宅療養の支援体制づくり、認知症の方とその家族が地域で安心して生活を続けられる仕組みづく

りのために、国立市在宅療養推進事業が展開され、認知症まちづくりプロジェクト、在宅療養推

進の諸事業を実施した。 

在宅医療相談窓口による医療支援は、在宅医療に関する調整、相談及び助言を行うことで、在

宅療養における市民の生活の継続性のサポートを行った。 

今後の地域包括ケア体制の構築に向けた第６期の介護保険事業計画のために現状から課題を分

析し、対応策を検討していく。そのために、事業計画を既存政策の再評価と位置づけ、重点課題

として以下の３点を評価していくものである。 

①介護予防給付の効果 

②中重度の要介護認定者の地域でのケア 

③認知症の方が地域で可能な限り安心して過ごせる支援体制 

介護予防給付に関しては現状の取り組みでは十分な効果があるとは言えないことが検証された。

介護保険の枠内での予防効果には限界があり、生活支援事業と並行しながら、地域支援事業への

移行の中で参加型の介護予防事業を行うこととした。効果測定は身体機能についてではなく、日
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常生活機能について行うこととし、その向上を目指す。 

中重度の要介護認定者のケア体制で重要なことは医療と介護の連携であり、多疾患に対応した

連携システムが機能することである。そのためには第一に面的広がりをもった良質な在宅医療体

制が構築されること、第二には多職種による研修を通じての良好な関係作りが必要となる。 

認知症の方への支援体制では今後、誰もが認知症になる時代を迎えるにあたり、高齢者世帯、

単独世帯を前提とした対策が必要となる。 
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第２章 地域包括ケアシステム構築に向けた施策 

１ 日常生活圏域と介護基盤整備圏域の設定        

高齢者が住み慣れた地域で、安心していつまでも暮らせるように、身近な「日常生活圏域」

を設定し、その圏域単位で必要なサービス量等を計画的に定めて基盤整備をしていくことと

した。地域における住民の生活を支える基盤には、保健、福祉や医療機関の施設だけではな

く、地理的条件、人的ネットワーク、交通事情、人口その他の社会的条件、また、介護給付

等対象サービスを提供するための整備状況等を総合的に勘案し、これらが有機的に連携し、

地域ケアを充実させる仕組みが必要だからである。 

サービス基盤整備に当たっては、地域の特性に応じてきめ細やかに圏域設定を行う必要が

あるが、人口の偏在や市域の面積、高齢者の移動の容易性、さらには利用の選択性を考慮す

るならば、現状では圏域を狭めることは好ましくなく、当面、市全域で一圏域とする。 

 

２ 在宅医療・介護連携の推進 

    第１章の２では中重度の要介護認定者のケア体制では医療と介護の連携が重要であること

を確認したが、その推進は以前から取り組みが行われていた。 

国立市も高齢化が加速し、このまま手をこまねいていては、在宅ケアの受け皿が間に合わな

い。そうした危機感から、在宅ケアの医療モデル事業から在宅医療と介護の連携への取り組み

が始まったものである。 

      まず 2008 年（平成２０年）11 月、東京都の「在宅医療ネットワーク推進事業」での 3

つのモデル地区（他には墨田区、豊島区が該当）の一つとなり、東京都からの補助金を受け「国

立市在宅医療推進連絡会議」が設立されたのがきっかけとなった。 

      それ以降、表 1「国立市在宅ケアの取り組み」で示すように、2011 年（平成２３年）か

ら 3 段階の取り組みを経てきた。 

2011 年度（平成２３年度）は東京都補助事業に、さらに 2012 年度（平成２４年度）は

国の在宅医療連携拠点事業(復興枠)、さらに 2013 年度（平成２５年度）からは東京都補助事

業に加え、同 11 月からは「認知症医療支援診療所地域連携モデル事業」として国からの委託

事業も受託し、事業名称を変えながらも医療・介護連携体制の構築を目指して、一貫した取り

組みを続けてきたものである。 

2008 年（平成２０年）11 月からスタートした「在宅医療ネットワーク推進事業」には、

医師、歯科医師、薬剤師、看護師、地域中核病院の医師、同地域連携室、介護職、行政、介護

を抱える家族会の代表、学識者等の多様な人材を集め、事務局を含め 18 人のメンバーで、住

民が住み慣れた地域で安心して療養生活をできるよう、医療機関、訪問看護ステーション、ケ

アマネジャーらによる在宅ケアネットワークを作り上げることを目的とした取り組みを行っ

た。2010 年度（平成２２年度）末まで６回にわたる会議で、まず多職種の意見交換と連携の

あり方の課題を出し合い議論、研修会の開催、さらに相談事業、そして在宅医療についての市

民アンケートを実施した。 
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70 歳以上の市民 300 人を対象にした「市民アンケート」では在宅医療の現状とニーズ調

査、医療と介護についての情報の入手のあり方、その問題点などの調査を行った。 

2011 年（平成２３年）４月から、「国立市在宅医療推進連絡会議」を受け継ぐ形で改めて

「在宅療養推進連絡協議会」（以下「協議会」という。）を立ち上げ、メンバーも診療所医師、

訪問看護ステーション責任者らを加えた 20 人に増やし、在宅ケアをさらに具体的に進めるた

めに、以下の項目を柱として具体的な取り組みを本格化させた。 

① 医療と介護の連携、地域中核病院(多摩総合医療センター、国家公務員共済立川病院など)

と診療所などとの医療連携パス、ネットワークの構築 

② 研修会や困難事例検討会などによる多職種連携 

③ 在宅での一人暮らしの認知症高齢者への対応 

④ 24 時間対応できる仕組みづくり 

⑤ 在宅医療の相談窓口 

⑥ 情報交換ツールのＩＣＴ化 

⑦ 在宅療養ハンドブックの作成 

 

このような取り組みの中で在宅医療と介護の連携の推進のためには、関係職種の間での「顔

の見える関係」を作ることが不可欠である。 

   国立市の場合、すでに述べたように協議会が中心となり、医療と介護の連携を進めてきたが、

中でも「顔の見える関係づくり」に役立ったのが、地域ケア会議とケース検討会議である。 

個別のケースについて多職種（医師、歯科医師、看護師、歯科衛生士、介護福祉士、理学療

法士、ケアマネジャー、家族の会代表ら）が集まり、ケース検討会議を２か月に１回程度開催

してきた。 

この中で、医療と介護の連携の上での課題も浮き彫りになった。 

地域中核病院は退院する場合、地域連携室が退院後のケアをどうしていくのか検討する必要

がある。受け皿となる地域の医師や介護事業所とも連携をとり、患者家族にアドバイスをする

必要があり、介護事業所のケアマネが医療との連携を積極的にとるなど、「かかりつけ医」の

関与のもとに在宅ケアが進められる体制が必要である。 

近所や親せきとのつながり、近隣の支援を得ることも重要となる。 

そうした近隣との連携はまだまだ不十分と言わざるを得ず、だからこそ、こうしたケース会

議などを通じて「顔の見える関係」をつくりあげていく努力が関係者に求められている。 

     在宅医療と介護の連携は地域包括ケアを構築していくうえで、ますます重要になるが、専門

職だけに委ねるのではなく、住民自らも自分たちの地域を安心して暮らせる地域にしていくた

めの知恵と力を出していくことが求められる。  
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３ 認知症施策の推進 

  国立市の後期高齢者は、７，７９８名（２０１５年（平成２７年）1 月末現在）であり、こ

のうち要介護認定者は２，４３５名（約３１％）である。さらに認知症の疑いのある方（認知

症高齢者の日常生活自立度Ⅱａ以上）は１，４３１名（約５９％）を占める。 

 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅰ以上を認知症とすれば、要介護認定者の約７８％を超える

方が認知症であると考えられる。また、後期高齢者の約２４％が認知症であると考えられ、さ

らに認知症で独居の方が３８４名いるとされていることから、認知症への対策は急務であると

いえる（２１ページ図を参照）。 

  これからのさらなる認知症増加に対応するためには、地域住民、医療・介護等の専門職、行

政が一体となって「認知症になっても住み続けられる地域づくり」に取り組む必要がある。そ

のための課題の明確化と具体策の検討は、国立市在宅療養推進連絡協議会において協議され、

その結果、数々の事業として展開されている（２２ページ表を参照）。今後も、介護家族を支援

する「家族介護者交流会」、専門職が地域に出かけて行う「認知症市民勉強会」を継続し、そこ

に行けば認知症の情報を得られ相談にもつながる「認知症カフェ」を地域に展開していくこと

とする。 

また、同協議会において、高齢者が元気な時からＭＣＩ（＊）、認知症の初期、中期、後期に

至る過程で、どのような支援がなされるかを「くにたち認知症ケアウェイ（認知症

care-path-way）」にまとめた（２２ページ図参照）。今後は同協議会に立ち上がった「認知症地

域連携部会」において、さらなる具体的な認知症施策を検討していくこととする。 

また、新たに、認知機能の低下を早めに把握し医療と連携して支援する「認知症早期発見・

早期診断事業」、個別の認知症問題に「認知症疾患医療センター診療所型（国案）」と協働して

表１ 
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地域で解決する仕組みづくり、「認知症介護リーダー職」「認知症サポーター」が協力する中で

認知症を地域ぐるみで支える具体策等を計画的に実施していくものとする。 

 

＊MCI…軽度認知障害「Mild Cognitive Impairment」の略 
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事業名 問題となる状況 目的 内容

個
別
支
援

認知症対応チーム

認知症初期に本人、家族が混
乱しやすい。発見された初期に
きちんと対応できないと状態が
悪化する。

早期発見、対応支援、
介護者支援

地域包括の在宅療養担当、在宅医療相談
窓口、認知症サポート医がチームを組み、
訪問、状況確認を行い、必要な支援に繋ぐ。

認知症医療支援診療所
地域連携モデル事業

身近な地域に、認知症患者を
トータルに診る医療機関が必
要である。

認知症者への包括的
支援体制構築に向け
た試行及び検証

①認知症医療支援診療所地域連携モデル
実施委員会。
②認知症医療支援診療所における早期診
断・対応及び危機回避支援の試行的実施。

地
域
で
の
取
り
組
み

国立市認知症の日
認知症理解が不十分。認知症
になると地域に住めないと考え
る方が少なくない。

認知症について広く
市民に理解を深めて
もらうための啓発の
日とする。

１０月第３土曜日を「国立市認知症の日」に
制定。毎年イベントを実施。

多職種連携「わが町くにたち認知症
アクションミーティング」

認知症独居の方の生活課題解
決には、行政や制度のみでは
不十分。

認知症になっても安
心して住み続けられ
る町をつくろう。

市民、医療と介護の専門職、当事者、家族、
行政等が集い、グループワークを行う中で、
「認知症へどのようなことが地域でできるか、
やりたいか」を具体的に検討する。

認知症カフェ
認知症の方がいるご家族の不
安を話せる場が少ない。

どなたでも気軽に
寄ってくつろげる。介
護家族や本人もくつ
ろげる。

毎月第１日曜日の午後１時３０分から２時間
程度開催。ミニ講話とお茶会。１０～２０人程
度の参加。

認知症市民勉強会
市民における認知症に対する
理解不足。

市民が認知症を理解
し、地域で認知症の
人を支えるようにする。

毎月1回、医師・専門職が各自治会に出向き
20名程度の市民に認知症の理解と対応に
ついて、座談会形式で勉強会を開催。

認知症家族間話し合いの場
認知症介護者の不安や身体
的・精神的負担が大きい。

同じ立場の方同士で
情報交換を行い、少
しでも安心できる。介
護家族への支援。

３カ月に１回。簡単な講習あり。介護家族者
同士で交流し、介護面等の情報交換を行う。

認知症サポーター養成講座
認知症の方とのかかわり方を
十分に知らない。

市民が認知症を理解
し、地域での見守り
支援を行う。

市民向け、事業者向け、職員向け養成講座
の実施。フォローアップ研修企画中。

「国立市在宅療養推進連絡協議会」と協働

1
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４「介護予防・日常生活支援総合事業」実施主体の質と量の確保 

 

 新しい総合事業は、要支援者の多様なニーズに、要支援者の能力を最大限生かしつつ、多様

なサービスを提供する仕組みである。今後認定に至らない高齢者の増加、重度化予防の推進、

さらにはサービス主体の減少も予測されるため、住民主体のサービスの拡充を図るものである。 

生活支援の充実、高齢者の社会参加、支え合い体制づくりを基本とし、介護予防の推進、関

係者間の意識の共有と自立支援に向けたサービスの推進等を基本とした事業を検討し実施する。

介護保険制度の改正により、多様な主体による柔軟な取り組みによりサービスを提供できるよ

う、予防給付の訪問介護、通所介護は新しい総合事業へ移行する。掃除、洗濯等の日常生活支

援の提供である訪問型サービスは多様な担い手による生活支援体制の構築を目指していく。 

市が実施した予防給付の訪問介護を利用している方についての調査では、認知機能の低下に

より日常生活に支障がある方、退院直後で状態が変化しやすい方等に対しては現行の訪問介護

員のサービスが必要な人もいるが、それ以外は、緩和した基準によるサービス、住民主体によ

る支援等による生活援助を行うことが可能であることが判明した。 

これらの事業主体は NPO 、ボランティア、社会福祉法人、民間企業等であり、後述の「生

活支援コーディネーター」が協議体を通じて住民ニーズとサービス資源をマッチング、情報収

集し、支援体制の構築に取り組むこととする。 

通所型サービスは要支援者に対し、機能訓練や集いの場などの支援を提供していくものとす

る。さらに一般介護予防事業として要支援者等も参加できる、住民運営の通いの場の構築に取

り組むこととする。 
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（参考資料 介護予防訪問介護利用者の利用内容） 

   ２０１３年度（平成２５年度）中に介護予防訪問介護を利用した被保険者のプラン内容を分

析した。 

① 全体（３１４人）の利用内容の分布（複数回答可のため延べ利用者は５０２人） 

 

② 障害者自立度Ｊ１・Ｊ２の方（２２７人）の利用内容の分布（延べ利用者は３５４人） 
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③ 障害者自立度Ａ１・Ａ２の方（８４人）の利用内容の分布（延べ利用者は１４３人） 
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 ５ 生活支援コーディネーターと協議体の設置 

  国立市では介護予防・日常生活支援総合事業を整備するために「生活支援 

コーディネーター」を設置し、多様なサービスの提供主体等が参画し、連携 

を強化する場として「協議体」を設置する。 

生活支援・介護予防の体制整備におけるコーディネーター・協議体の役割

（２）協議体の設置 ⇒多様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働による取組を推進

（１）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置 ⇒多様な主体による多様な取組のコーディネート
機能を担い、一体的な活動を推進。コーディネート機能は、以下のＡ～Ｃの機能があるが、当面ＡとＢの機能を
中心に充実。

エリアとしては、第１層の市町村区域、第２層の中学校区域があり、平成26年度は第１層、平成29年度までの
間に第２層の充実を目指す。
① 第１層 市町村区域で、主に資源開発（不足するサービスや担い手の創出・養成、活動する場の確保）中心
② 第２層 中学校区域で、第１層の機能の下で具体的な活動を展開
※ コーディネート機能には、第３層として、個々の生活支援サービスの事業主体で、利用者と提供者をマッチング

する機能があるが、これは本事業の対象外

（Ａ）資 源 開 発 （Ｂ）ネットワーク構築 （Ｃ）ニーズと取組のマッチング

生
活
支
援
・
介
護
予
防
の
基
盤
整
備
に
向
け
た
取
組

○ 地域に不足するサービスの創出
○ サービスの担い手の養成
○ 元気な高齢者などが担い手として活動す

る場の確保 など

○ 関係者間の情報共有
○ サービス提供主体間の連携の体制づくり

など

○ 地域の支援ニーズとサービス提供主体の
活動をマッチング
など

民間企業 ボランティアＮＰＯ 協同組合 社会福祉法人

生活支援・介護予防サービスの多様な関係主体の参画例

※１ これらの取組については、平成２６年度予算においても先行的に取り組めるよう５億円を計上。
※２ コーディネーターの職種や配置場所については、一律には限定せず、地域の実情に応じて多様な主体が活用でき

る仕組みとする予定であるが、市町村や地域包括支援センターと連携しながら活動することが重要
2

等

  

国立市では地域性をかんがみ、第 1 層・第 2 層ともに市内全域を対象とする生活支援コーデ

ィネーターの配置をする。また、コーディネーターと生活支援・介護予防サービスの提供主体

等が参画し、情報を共有し、連携を強化する場として中核となるネットワーク、「協議体」を設

置していくこととする。 

 

 ６ 高齢者の住まいについて 

  新たな「住まい」として市内に整備されつつある「サービス付き高齢者向け住宅」の運営の

あり方について、また市としてその運営にどのように関わっていけるのかを検討していくこと

とする。 

  また、今後市内に軽費老人ホーム（※）の整備が見込まれている。 

（※）軽費老人ホームとは、独立して生活するには不安のある高齢者等が入所する老人ホームのことである。 

  

 

 

 

 

図は国によるコーディネーター・協議体の役割についての概念図 

（平成２６年７月２８日開催 全国介護保険担当課長会議資料より） 
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７ 地域ケア会議 

 地域ケア会議は、高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備とを同時

にすすめていく手法である。具体的には医療・介護・行政等の多職種が共同して高齢者の個別

課題の解決を図り、個別事例の課題解決を蓄積することにより、課題の普遍化を推進し、多職

種の協働により個別ケースの検討を通じて、サービス提供の最適な手法を多職種間で共有・蓄

積するものである。また医師、看護師も含めた多職種研修を行うことにより、参加者の資質向

上と関係職種の連携を促進することができる。地域ケア会議は地域包括ケアシステムの実現に

向けた会議ともいうべきものである。 

地域ケア会議により、地域支援ネットワークの構築、あるいは支援困難例等に関しての地域

課題が明確化し、 

① サービス資源に関する課題 

② ケア提供者の質に関する課題 

③ 利用者、住民の課題 

等を発見し、市の政策としての地域づくり、社会資源の整備に役立つものである。 

 

 

８ 地域づくり・ネットワークの推進 

  「介護予防・日常生活支援総合事業」の多様な担い手としての事業体の育成、その連携によ

る新たなネットワークの推進に取り組むこととする。 

   市の地域包括ケアシステム構築に向けては、「高齢者が病気になっても認知症になっても

安心して住み続けられる地域づくり」という目標を、住民、専門職、行政が共有する必要が

ある。 

   住民同士のかかわりである互助活動を抜きにしては、地域に暮らす高齢者の生活支援や見守

り、認知症の早期発見・行方不明時の対応は成立しない。お互いを気にかけ、気にかけられ

るような互助が広く展開され、専門的な相談・対応にきちんとつながる仕組みを地域に構築

することが求められる。 

生活支援コーディネーターや地域包括支援センター、医療、介護の専門職、介護予防に資

する自主活動団体、高齢者の生活にかかわるあらゆる事業体と協力して、重層的な高齢者の

見守り・支援の連携体制を計画する。 
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９ 効果的なケアマネジメント 

 市内の高齢者が病気や認知症になっても安心して住み続けられるためには、多職種が協働し

て本人・家族を支援するチームケアの実現が不可欠である。国立市内には、１７か所の介護保

険居宅介護支援事業所があり、介護保険のケアマネジャーが４８人いる（平成２７年１月現在）。

ケアチームを編成するコーディネート役を担うケアマネジャーは、利用者の生活機能の維持・

改善のために、多職種連携を前提とした効果的なケアマネジメントが可能な専門性を備えなけ

ればならない。 

 認知症ケアにおけるケアマネジメントには、利用者の生活の全体像の把握・理解、疾患やＢ

ＰＳＤ（認知症により生活上の困難にうまく適応できない場合に、本人の性格、環境、身体状

況が加わって起こる症状）の背景や治療方針の理解・共有、予後予測、家族の介護負担軽減、

近隣住民の認知症理解、市の認知症施策の理解と協働、必要な社会資源の提案等の視点が総合

的に求められる。 

  また、利用者が退院直後の場合には、生活機能の維持・改善を目標として、医療と連携しな

がらリハビリテーションを集中的かつ効果的にマネジメントすることも求められる。 

  さらに、利用者やその家族を支援する多職種が目標を共有し、ケアチーム全体で世帯を支え

るマネジメントができるケアマネジャーを養成する必要がある。そのため、認知症ケアマネジ

メントについて、市独自の養成カリキュラムを作成し、第６期介護保険事業計画期間中に３０

名程度の市認定認知症ケアマネジャーを養成することを目標とする。 

 高齢者の生活機能の低下がみられる軽度の時期から中度、重度、看取りの時期まで、一貫し

て継続的かつ効果的に実施されるケアマネジメントの確立を目指す。 

 (以下、認知症ケアマネジメントに必要な視点) 

・本人理解 

・疾患やＢＰＳＤの背景、原因の理解 

・治療方針の理解と共有 

・予後予測 

・家族の介護負担軽減 

・地域の認知症理解 

・市の認知症施策の理解と協働 

・必要な社会資源の提案等 
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１０ 地域密着型サービスの推進 

要介護認定を受けている被保険者のうち、約半数が認知機能の低下がみられている状況から、

今後３年間でグループホーム（認知症対応型共同生活介護）について２ユニットを整備するも

のとする。また、市に対して寄贈された土地に小規模多機能型居宅介護事業所を整備していく

こととする。 

定期巡回型訪問介護・看護サービスについては、第５期において２か所の事業所の整備を行

った。適正なサービス利用につなげていくための周知や検証を継続するものとする。 

また２０１６年（平成２８年）４月からは小規模な通所介護事業所の地域密着型サービスへ

の移行が予定されている。 

市内、通所介護事業所については、既に相当数の事業体が整備されており、今後は地域のバ

ランス等に配慮しながら調整していく必要がある。 

 

１１ 特別養護老人ホームの重点化 

 特別養護老人ホームについては、限られた資源の中で、より入所の必要性の高い方々が入所し

やすくなるよう、中重度の要介護認定者を支える施設としての機能に重点化を図ることとする。

ただし、要介護１・２の要介護認定者であっても入所の必要がある場合には「特例入所」として

特例的に入所を認めていくための指針を示していくものとする。 
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第３部 介護サービスの見込量について                

 第１章 介護給付費等の実績と見込について 

  １ 介護給付費等の実績 

（１）サービス種類別給付実績額の推移 

単位：円
決算見込

平成２４年度 平成２５ 平成２６
①訪問介護 425,693,323 420,971,304 406,897,123
②訪問入浴介護 36,506,152 28,225,843 24,705,772
③訪問看護 137,258,068 135,315,502 126,436,421
④訪問リハビリテーション 18,733,936 20,196,190 19,760,492
⑤居宅療養管理指導 47,147,327 50,909,271 48,188,617
⑥通所介護 386,257,291 430,385,535 472,431,525
⑦通所リハビリテーション 222,880,358 225,069,248 251,757,423
⑧短期入所生活介護 76,766,103 86,543,834 91,440,875
⑨短期入所療養介護 39,305,382 35,240,495 37,665,308
⑩特定施設入居者生活介護 354,722,106 382,380,584 378,479,941
⑪福祉用具貸与 118,086,607 117,769,213 119,735,319
⑫特定福祉用具販売 7,350,835 7,021,030 3,742,182
①定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 0 0
②夜間対応型訪問介護 2,788,870 3,363,786 1,608,169
③認知症対応型通所介護 105,750,654 102,593,628 96,262,423
④小規模多機能型居宅介護 36,110,845 41,555,829 37,500,306
⑤認知症対応型共同生活介護 167,377,084 167,924,643 174,207,761
⑥地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0
⑦地域密着型介護福祉施設 0 0 0
⑧複合型サービス 0 0 0

13,533,433 11,834,168 10,754,631
187,779,542 196,978,403 201,736,850

①介護老人福祉施設サービス 730,244,319 719,029,739 723,169,669
②介護老人保健施設サービス 543,830,058 599,743,948 623,174,407
③介護療養型医療施設サービス 152,288,672 148,236,119 125,973,311

3,810,410,965 3,931,288,312 3,975,628,529

①介護予防訪問介護 54,371,080 48,987,772 74,849,835
②介護予防訪問入浴介護 0 16,746 0
③介護予防訪問看護 14,701,607 15,391,358 16,452,728
④介護予防訪問リハビリテーション 3,101,739 2,377,506 1,498,337
⑤介護予防居宅療養管理指導 3,449,466 2,997,135 2,710,131
⑥介護予防通所介護 51,601,400 64,913,866 86,738,579
⑦介護予防通所リハビリテーション 21,301,708 21,206,129 20,024,109
⑧介護予防短期入所生活介護 288,721 846,421 104,399
⑨介護予防短期入所療養介護 28,665 93,937 0
⑩介護予防特定施設入居者生活介護 24,082,108 17,168,920 14,808,193
⑪介護予防福祉用具貸与 9,401,229 11,749,761 12,309,871
⑫介護予防特定福祉用具販売 1,800,273 1,425,283 1,320,425

①介護予防認知症対応型通所介護 279,410 0 0

②介護予防小規模多機能型居宅介護 1,014,834 1,019,100 1,025,316

③介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0

7,449,553 6,626,800 3,574,166
22,390,308 23,722,580 25,238,133

215,262,101 218,543,314 260,654,222

4,025,673,066 4,149,831,626 4,236,282,751

（
１

）
居
宅
サ
ー

ビ
ス

実績値

（５）介護保
険施設サー

ビス

（
２

）
地
域
密
着

型
サ
ー

ビ
ス

（３）住宅改修
（４）居宅介護支援

予防給付費計（小計）

総　　　　計

介護給付費計（小計）

(

１

)

介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス
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※平成２４、２５年度は決算額、平成２６年度は決算見込額 
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（２）サービス利用者数 

【サービス利用者数の推移】

認定者数（人） 2,817 2,951 3,046
受給者数（人） 2,335 2,394 2,503
　居宅（人） 1,727 1,798 1,861
　地域密着（人） 158 149 149
　施設（人） 450 447 493
受給率（％）

平成26年9月平成24年9月

82.9%

平成25年9月

82.2%81.1%  

 

 

（３）居宅サービス利用者数 

【居宅サービス利用者数等の推移】

利用人数
（人）

構成比 給付額
（千円）

構成比 利用人数
（人）

構成比 給付額
（千円）

構成比 利用人数
（人）

構成比 給付額
（千円）

構成比

訪問介護 873 22.1% 42,313 23.5% 857 21.3% 39,340 21.7% 889 20.5% 46,861 22.3%

訪問入浴介護 63 1.6% 3,623 2.0% 40 1.0% 2,345 1.3% 42 1.0% 2,597 1.2%

訪問看護 312 7.9% 13,786 7.7% 310 7.7% 12,413 6.9% 328 7.6% 14,052 6.7%

訪問リハビリテーション 58 1.5% 1,833 1.0% 57 1.4% 1,897 1.0% 63 1.5% 2,284 1.1%

通所介護 584 14.8% 38,263 21.3% 670 16.6% 43,127 23.8% 778 17.9% 51,547 24.5%

通所リハビリテーション 303 7.7% 20,122 11.2% 275 6.8% 20,253 11.2% 298 6.9% 24,648 11.7%

短期入所サービス 145 3.7% 9,861 5.5% 148 3.7% 10,568 5.8% 137 3.2% 11,285 5.4%

居宅療養管理指導 553 14.0% 4,284 2.4% 590 14.7% 4,534 2.5% 644 14.8% 5,211 2.5%

特定施設入居者 171 4.3% 32,199 17.9% 178 4.4% 33,662 18.6% 175 4.0% 36,578 17.4%

福祉用具・住宅改修 887 22.5% 13,406 7.5% 900 22.4% 12,786 7.1% 986 22.7% 15,543 7.4%

合　　　計 3,949 100.0% 179,690 100.0% 4,025 100.0% 180,925 100.0% 4,340 100.0% 210,606 100.0%

サービス名

平成25年9月平成24年9月 平成26年9月

 

居宅サービスの利用人数、給付費は年度ごとに伸びており、９月時の比較で見ると、通所

介護の伸びが顕著である。 
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 （４）地域密着型サービス利用者数 

 【地域密着型サービス利用者数等の推移】 

利用人数
（人）

構成比 給付額
（千円）

構成比 利用人数
（人）

構成比 給付額
（千円）

構成比 利用人数
（人）

構成比 給付額
（千円）

構成比

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
夜間対応型訪問介護 7 4.4% 105 0.4% 8 5.4% 294 1.1% 8 5.5% 81 0.3%
認知症対応型通所介護 82 51.6% 9,649 36.0% 71 47.7% 8,822 33.1% 71 48.6% 8,276 32.2%
小規模多機能居宅介護 17 10.7% 3,053 11.4% 16 10.7% 3,533 13.3% 13 8.9% 2,650 10.3%
認知症対応型共同生活介護 53 33.3% 13,979 52.2% 54 36.2% 13,966 52.5% 53 36.3% 14,487 56.4%
地域密着型特定施設 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
地域密着型介護老人福祉施設 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.7% 185 0.7%
複合型サービス 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
合計 159 100.0% 26,786 100.0% 149 100.00% 26,615 100.00% 146 100.00% 25,679 100.00%

サービス名
平成24年9月 平成25年9月 平成26年9月

 

  （５）施設サービス利用者数 

利用人数
（人）

構成比 給付額
（千円）

構成比 利用人数
（人）

構成比 給付額
（千円）

構成比 利用人数
（人）

構成比 給付額
（千円）

構成比

介護老人福祉施設 246 53.5% 63,702 50.4% 243 6.0% 61,389 49.4% 243 49.1% 61,990 45.3%
介護老人保健施設 175 38.0% 48,625 38.5% 176 4.4% 49,634 39.9% 219 44.2% 62,084 45.4%
介護療養型医療施設 39 8.5% 14,078 11.1% 37 0.9% 13,316 10.7% 33 6.7% 12,801 9.4%
合計 460 100.0% 126,405 100.0% 456 11.33% 124,339 100.00% 495 100.00% 136,875 100.00%

サービス名
平成24年9月 平成25年9月 平成26年9月

 

 

  （６）区分支給限度額に対する利用割合（居宅） 

    ある程度の低下は認められるものの依然として利用割合は高い値を示している。 

  【区分支給限度基準額に対する利用割合の推移（居宅サービス）】 

Ｈ24年6月 Ｈ25年6月 Ｈ26年6月

Ｈ24～25 Ｈ２６
対限度額
利用割合

対限度額
利用割合

対限度額
利用割合

要支援　１ 49,700 50,030 44.3% 44.5% 45.7%

要支援　２ 104,000 104,730 38.9% 39.6% 42.3%

要介護　１ 165,800 166,920 43.4% 41.5% 42.2%

要介護　２ 194,800 196,160 58.7% 55.7% 53.9%

要介護　３ 267,500 269,310 62.1% 59.7% 64.0%

要介護　４ 306,000 308,060 69.8% 68.8% 66.7%

要介護　５ 358,300 360,650 75.4% 74.1% 67.3%

要介護度

支給限度基準額（円）

 

 ２ 介護給付費等の推計について  

   推計に当たっては、第 6 期介護給付等対象サービスの見込量の推計ソフトウェア（平成

２６年 10 月厚生労働省）を用いることとした。このソフトは２０１２年度（平成２４年

度）、２０１３年度（平成２５年度）の実績値等を入力することにより、介護給付費を推計

するものである。 

   推計の順序は、以下のように行った。 

① 人口（被保険者数）を推計する。 

② 要介護度別認定者数の推計をする。 

③ 施設・居住系サービス利用者数を推計する。 

④ 各サービス別の受給率、必要サービス量・供給量を推計する。 

⑤ 給付費単価を設定し、供給量から給付見込額を推計する。 

次ページ以降にサービス種類ごとの給付費及び利用者数見込の推計値を示す。 
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 ３ 対象サービス種類ごとの給付費及び事業見込量推移 

  ・訪問介護、介護予防訪問介護 

 

訪問介護 給付費（百万円）
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37
420.64 446.65 446.65 480.06 469.96 481.75 476.61 469.01 498.32 631.28 806.57  

 

 

訪問介護 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要支援1 93 83 77 35 0 0 0 0
要支援2 144 138 130 61 0 0 0 0
要介護1 176 190 200 213 224 241 271 304
要介護2 124 139 140 141 138 141 168 191
要介護3 102 101 108 119 128 142 174 185
要介護4 64 67 61 58 52 47 45 51
要介護5 66 58 52 49 44 41 42 44

合　計 769 777 769 677 586 611 701 775  
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  ・訪問入浴介護、介護予防訪問入浴介護 

 

 

訪問入浴介護 給付費（百万円）
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

29.65 33.44 33.44 36.51 28.24 24.71 20.80 17.23 19.46 30.53 48.31  

 

 

訪問入浴介護 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要支援1 0 0 0 0 0 0 0 0
要支援2 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護1 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護2 1 1 4 6 7 9 12 13
要介護3 6 4 4 4 4 5 5 5
要介護4 13 10 9 8 6 5 5 5
要介護5 36 27 17 9 1 0 0 0

合　計 56 43 34 27 19 19 21 23  
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  ・訪問看護、介護予防訪問看護 

 
訪問看護 給付費（百万円）
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37
126.96 152.58 152.58 151.96 150.71 142.89 135.32 128.98 128.15 136.59 140.29  

 

 

訪問看護 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要支援1 12 14 17 20 22 24 30 32
要支援2 32 29 24 19 13 7 7 7
要介護1 69 75 84 94 103 116 139 149
要介護2 57 69 63 56 49 44 45 49
要介護3 54 53 60 70 80 93 126 134
要介護4 35 38 37 37 35 33 37 44
要介護5 45 35 30 28 24 21 22 23

合　計 303 313 314 323 326 340 406 439  
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  ・訪問リハビリテーション、介護予防訪問リハビリテーション 

 
訪問リハビリテーション 給付費（百万円）
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

12.06 20.48 20.48 21.84 22.57 21.26 21.73 22.52 25.21 32.29 41.85  

 

 

 

訪問リハビリテーション 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要支援1 1 2 2 2 2 2 3 3
要支援2 10 7 4 1 0 0 0 0
要介護1 13 13 13 13 13 14 13 14
要介護2 8 9 10 11 12 13 16 18
要介護3 10 8 10 12 14 16 22 24
要介護4 8 11 14 18 20 23 27 30
要介護5 8 9 8 7 6 6 6 6

合　計 58 59 61 65 68 74 88 96  
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・居宅療養管理指導 

 

居宅療養管理指導 給付費（百万円）
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

24.51 44.88 44.88 50.60 53.91 50.90 50.13 48.50 48.12 55.23 59.98  

 

 

居宅療養管理指導 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要支援1 7 9 8 7 6 5 5 6
要支援2 21 17 14 11 8 5 5 5
要介護1 62 71 80 90 101 114 137 146
要介護2 72 73 66 60 52 47 47 52
要介護3 73 75 69 64 56 48 53 56
要介護4 77 83 85 92 92 94 111 125
要介護5 76 76 71 70 66 65 74 78

合　計 387 402 393 394 381 377 433 469  
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・通所介護、介護予防通所介護 

 
通所介護 給付費（百万円）
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37
314.24 374.24 374.24 437.86 495.30 559.17 571.90 562.71 631.68 792.36 868.63  

 

 

通所介護 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要支援1 51 61 89 58 0 0 0 0
要支援2 73 94 122 76 0 0 0 0
要介護1 149 169 174 182 188 198 211 216
要介護2 115 131 140 147 152 161 199 218
要介護3 79 89 112 142 172 213 287 305
要介護4 42 51 46 45 41 38 37 41
要介護5 23 27 34 43 49 56 70 73

合　計 532 622 719 694 601 665 803 853  
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 ・通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション 

 

通所リハビリテーション 給付費（百万円）
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37
218.80 238.87 238.87 244.18 246.28 271.78 298.21 324.43 365.31 498.82 624.01  

 

 

通所リハビリテーション 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要支援1 16 14 16 18 20 21 26 28
要支援2 27 27 25 22 19 17 16 17
要介護1 81 61 56 52 46 40 39 42
要介護2 69 67 67 66 64 64 74 84
要介護3 62 61 72 88 102 123 166 177
要介護4 23 34 38 45 48 51 60 68
要介護5 19 17 21 25 28 31 39 40

合　計 297 282 295 315 326 347 421 456  
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 ・短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護 

 

短期入所生活介護 給付費（百万円）
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

68.98 79.44 79.44 77.05 87.39 91.55 96.11 99.33 110.73 158.67 218.18  

 

 

短期入所生活介護 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要支援1 0 1 1 0 0 0 0 0
要支援2 1 1 0 0 0 0 0 0
要介護1 12 11 9 8 6 5 5 5
要介護2 23 25 16 7 0 0 0 0
要介護3 24 28 30 32 34 38 45 45
要介護4 21 24 22 21 18 17 16 18
要介護5 12 16 17 20 21 23 29 30

合　計 93 105 95 88 80 82 94 98  
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・短期入所療養介護（老健） 

 

短期入所療養介護（老健） 給付費（百万円）
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

49.48 47.29 47.29 39.33 35.33 37.67 35.83 34.91 35.56 35.78 39.63  

 

 

短期入所療養介護（老健） 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要支援1 0 0 0 0 0 0 0 0
要支援2 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護1 8 6 7 9 11 13 16 17
要介護2 13 10 9 8 7 7 7 8
要介護3 10 9 10 13 15 18 24 26
要介護4 8 7 9 12 14 15 18 20
要介護5 5 5 6 7 7 8 10 10

合　計 44 37 42 48 54 61 74 80  
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 ・短期入所療養介護（病院等） 

 

短期入所療養介護（病院等） 給付費（百万円）
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00  

 

 

短期入所療養介護（病院等） 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要支援1 0 0 0 0 0 0 0 0
要支援2 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護1 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護2 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護3 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護4 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護5 0 0 0 0 0 0 0 0

合　計 0 0 0 0 0 0 0 0  

 

 

 



43 

 ・福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与 

 

福祉用具貸与 給付費（百万円）
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37
111.33 125.10 125.10 127.49 129.52 132.05 135.63 134.82 137.61 152.80 163.12  

 

 

福祉用具貸与 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要支援1 31 40 53 64 74 85 105 111
要支援2 90 109 110 111 113 116 120 118
要介護1 158 159 161 164 165 170 166 178
要介護2 163 182 178 173 165 164 180 190
要介護3 157 153 156 165 169 179 197 210
要介護4 94 103 105 113 112 113 134 152
要介護5 87 84 78 77 72 70 80 83

合　計 779 830 842 867 871 896 984 1042  
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 ・特定福祉用具購入費 

 

特定福祉用具購入費 給付費（百万円）
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

8.28 8.82 8.82 9.15 8.45 5.06 11.76 13.38 15.39 13.46 15.18  

 

 

特定福祉用具購入費 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要支援1 2 2 3 6 8 9 12 15
要支援2 4 3 4 7 9 10 13 16
要介護1 6 5 5 17 20 22 6 6
要介護2 4 4 3 6 3 0 0 0
要介護3 4 4 6 13 15 19 19 20
要介護4 3 3 5 11 13 15 14 15
要介護5 2 3 4 8 8 9 9 9

合　計 26 25 30 69 75 84 72 81  
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 ・住宅改修費、介護予防住宅改修費 

 
住宅改修費 給付費（百万円）
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

15.76 18.68 18.68 20.98 18.46 14.33 18.87 21.19 23.61 28.98 33.32  

 

 

住宅改修費 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要支援1 3 3 3 5 6 6 8 11
要支援2 4 3 3 5 6 6 8 11
要介護1 6 5 5 5 5 5 5 5
要介護2 3 3 3 3 3 3 3 3
要介護3 3 2 4 6 8 11 15 16
要介護4 2 2 1 0 0 0 0 0
要介護5 1 1 1 2 2 2 3 3

合　計 21 19 20 27 30 34 42 49  
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 ・介護予防支援、居宅介護支援 

 
介護予防支援・居宅介護支援 給付費（百万円）
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37
151.49 192.27 192.27 210.24 220.70 226.97 223.96 219.54 227.90 253.72 266.94  

 

 

介護予防支援・居宅介護支援 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要支援1 167 170 194 155 114 134 191 205
要支援2 245 257 263 208 160 172 195 198
要介護1 387 405 407 414 416 425 417 446
要介護2 278 306 297 288 273 269 291 299
要介護3 213 218 228 247 260 283 327 332
要介護4 117 129 133 143 143 146 173 195
要介護5 94 90 92 98 100 105 131 137

合　計 1500 1574 1615 1555 1467 1533 1725 1813  
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 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 給付費（百万円）
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

0.00 0.00 0.00 28.07 41.64 54.98 68.31 81.92  

 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要介護1 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護2 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護3 0 0 0 5 8 11 14 17
要介護4 0 0 0 3 4 5 5 7
要介護5 0 0 0 2 4 4 5 6

合　計 0 0 0 10 15 20 25 30  
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 ・夜間対応型訪問介護 

 
夜間対応型訪問介護 給付費（百万円）
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

1.49 2.44 2.44 2.79 3.36 1.61 1.88 2.09 2.34 2.89 3.01  

 

 

夜間対応型訪問介護 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要介護1 1 1 0 0 0 0 0 0
要介護2 1 0 0 0 0 0 0 0
要介護3 3 1 1 1 1 1 1 1
要介護4 2 3 0 0 0 0 0 0
要介護5 1 2 3 3 3 4 5 5

合　計 8 7 4 4 5 5 6 7  
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 ・認知症対応型通所介護 

 
認知症対応型通所介護 給付費（百万円）
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

83.01 104.61 104.61 106.03 102.59 96.26 78.93 55.03 36.73 43.86 53.87  

 

 

認知症対応型通所介護 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要支援1 0 0 0 0 0 0 0 0
要支援2 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護1 14 15 14 14 12 11 11 12
要介護2 13 12 10 7 4 2 2 2
要介護3 21 17 15 13 10 7 8 8
要介護4 15 16 22 29 34 38 45 51
要介護5 12 11 11 12 12 12 15 15

合　計 75 72 72 74 72 70 81 88  
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 ・小規模多機能型居宅介護 

 
小規模多機能居宅介護 給付費（百万円）
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

32.98 37.07 37.07 37.13 42.57 38.53 36.45 76.08 118.28 126.34 128.24  

 

 

小規模多機能居宅介護 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要支援1 0 0 0 0 0 0 0 0
要支援2 1 1 1 1 1 1 1 1
要介護1 6 4 3 3 7 12 12 12
要介護2 5 4 2 0 0 0 0 0
要介護3 3 5 4 4 6 7 6 7
要介護4 2 2 2 2 2 2 2 2
要介護5 1 2 3 5 12 22 24 24

合　計 17 17 16 14 29 43 45 46  
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 ・看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス） 

 

看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス） 給付費（百万円）
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

0.00 0.00 0.00 18.85 39.62 70.39 70.17 70.17  

 

 

看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス） 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要介護1 0 0 0 0 3 3 3 3
要介護2 0 0 0 0 2 2 2 2
要介護3 0 0 0 3 5 11 11 11
要介護4 0 0 0 2 3 5 4 5
要介護5 0 0 0 1 2 4 4 4

合　計 0 0 0 6 15 25 25 25  
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 ・特定施設入居者生活介護 

 

特定施設入居者生活介護
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37
206.60 318.68 318.68 378.80 399.55 393.29 396.82 407.49 415.91 431.95 490.91

単位：百万円

 

 

 

特定施設入居者生活介護 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要支援1 10 10 8 10 10 10 10 12
要支援2 11 7 6 8 8 8 9 10
要介護1 30 33 37 35 36 36 38 43
要介護2 37 40 35 38 40 40 42 48
要介護3 27 29 26 28 29 30 31 35
要介護4 29 35 35 34 35 36 37 42
要介護5 24 25 25 26 26 27 28 32

合　計 168 178 171 179 184 187 195 221  
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 ・認知症対応型共同生活介護（介護予防含む） 

 

認知症対応型共同生活介護
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37
119.63 148.03 148.03 167.38 167.92 174.21 186.50 240.37 275.10 275.10 275.10

単位：百万円

 

 

 

認知症対応型共同生活介護 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要支援2 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護1 12 12 10 9 9 6 6 6
要介護2 19 13 10 9 8 5 5 5
要介護3 12 12 12 12 15 16 16 16
要介護4 6 6 9 13 21 29 29 29
要介護5 6 10 11 13 18 23 23 23

合　計 54 53 52 56 70 79 79 79  
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 ・地域密着型特定施設入居者生活介護 

 

地域密着型特定施設入居者生活介護
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

単位：百万円

 

 

 

地域密着型特定施設入居者生活介護 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要介護1 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護2 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護3 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護4 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護5 0 0 0 0 0 0 0 0

合　計 0 0 0 0 0 0 0 0  
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 ・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

単位：百万円

 

 

 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要介護1 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護2 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護3 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護4 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護5 0 0 0 0 0 0 0 0

合　計 0 0 0 0 0 0 0 0  
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  ・介護老人福祉施設 

 

介護老人福祉施設
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37
640.40 682.31 682.31 730.24 719.03 723.17 737.13 754.05 767.56 793.29 887.86

単位：百万円

 

 

 

介護老人福祉施設 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要介護1 9 8 8 8 8 8 8 8
要介護2 33 30 29 29 29 29 29 29
要介護3 56 53 53 56 58 59 61 69
要介護4 62 63 68 67 69 70 73 83
要介護5 82 84 77 84 86 88 91 104

合　計 242 237 235 244 250 254 262 293  
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 ・介護老人保健施設 

 

介護老人保健施設
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37
462.59 512.55 512.55 543.83 599.74 623.17 625.01 641.81 655.07 680.34 773.20

単位：百万円

 

 

 

介護老人保健施設 利用人数
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37

要介護1 17 16 16 18 18 19 19 22
要介護2 34 37 38 39 41 41 43 49
要介護3 43 50 54 53 55 56 58 66
要介護4 43 46 44 48 49 50 52 59
要介護5 29 34 39 37 38 39 40 46
合　計 166 184 190 195 201 205 213 242  
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 ・介護療養型医療施設 

 

介護療養型医療施設
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37
135.35 152.51 152.51 152.29 148.24 125.97 116.86 116.64 116.64 116.64 116.64

単位：百万円

 

 

 
介護療養型医療施設 利用人数

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H32 H37
要介護1 0 0 0 0 0 0 0 0
要介護2 1 1 0 1 1 1 1 1
要介護3 5 3 4 4 4 4 4 4
要介護4 6 6 6 6 6 6 6 6
要介護5 23 23 28 26 26 26 26 26

合　計 35 34 39 37 37 37 37 37  
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 ４ 地域支援事業について 

（１）新しい総合事業 

     国立市では２０１５年（平成 27 年）4 月から「介護予防・日常生活支援総合事業」

（新しい総合事業）を整備しつつ、順次開始していく。概略としての事業構成は以下の

とおりである。 

     訪問型サービス 

      ・現行の介護予防訪問介護に替わる生活援助（主に家事を援助すること）を中心と

した専門職（ヘルパーの有資格者）による訪問サービス 

      ・生活援助を中心とする訪問サービスで研修を受けた者によるもの 

      ・住民ボランティア等による訪問型支援 

      ・退院直後などを想定した専門職による短期集中型訪問サービス 

     通所型サービス 

      ・現行の介護予防通所介護に替わり現行の通所介護事業所によって提供される通所

型サービス 

      ・住民ボランティア等による支援。高齢者が徒歩圏内で通えて自由に滞在できる通

いの場 

      ・ＡＤＬ・ＩＡＤＬの改善に向けた専門職による短期集中型通所サービス 

     一般介護予防事業 

      ・従来の介護予防事業に準じた事業 

 

（２）包括的支援事業・任意事業 

   包括的支援事業 

制度改正で新たに位置付けられた以下の事業について、既存のものはさらなる拡充

を図り、新規事業については早期に実施に取り組む。 

   ・生活支援体制整備事業（コーディネーターや協議体の設置） 

   ・認知症総合支援事業 

      ・在宅医療・介護連携推進事業 

     任意事業（従来の事業に準ずるもの） 

      ・介護給付適正化事業 

      ・家族介護支援事業 

      ・その他の事業 
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 ５ 介護保険事業に係る給付の見込額  

   各サービスの見込量から推計される総給付費、標準給付費等は以下のとおりである。 

①標準給付費
平成27年度 平成28年度 平成29年度 合　　計
4,520,311,161 4,647,855,862 4,956,889,390 14,125,056,412
4,288,918,495 4,419,168,735 4,722,911,373 13,430,998,604

特定入所者介護サービス費等給付額（資産等勘案調整後） 119,555,666 113,129,127 115,036,016 347,720,808
91,939,000 94,694,000 97,532,000 284,165,000
15,002,000 15,896,000 16,370,000 47,268,000
4,896,000 4,968,000 5,040,000 14,904,000

総給付費（一定以上所得者負担の調整後）

高額介護サービス費等給付額

標準給付費見込額（A）

高額医療合算介護サービス費等給付額
算定対象審査支払手数料  

②地域支援事業費
平成27年度 平成28年度 平成29年度 合　　計
197,689,555 298,563,000 305,798,000 802,050,555
101,181,555 199,092,000 203,273,000 503,546,555
96,508,000 99,471,000 102,525,000 298,504,000

地域支援事業費（B）
介護予防・日常生活支援総合事業費
包括的支援事業・任意事業費  

 

第２章 介護給付等対象サービス種類ごとの見込量確保のための方策 

 １ 介護給付等対象サービス種類ごとの見込量確保のための方策 

    国立市では地域密着型サービスについては引き続き計画的な整備をするものである。そ

のために小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型グループホームについては、公募に

よる整備をする。 

    地域密着型通所介護等については、計画上のサービス見込量を超える場合には指定を

しない、又は指定について条件を付すことを検討し、適正なサービス見込量を確保して

いくものとする。 

     施設サービスの整備については、国立市においては特別養護老人ホームの待機者は２

０１３年（平成２5 年）１１月１日現在で１49 人であった。（東京都平成２５年度実施

調査による）。このうち、約２５％の方が要介護１・２の認定者で、軽度のうちから申し

込みをはじめている方、介護サービス等を組み合わせて在宅生活を維持している方など

がおり、状況はさまざまである。 

基本的には、第５期計画からの継続として、できるだけ長く在宅生活を続けるための

在宅サービスや見守りを中心に展開していくための地域包括ケアシステムの実現にむ

けての方策を検討していく。 

したがって、施設サービスとしては現状を維持していくことになる。また、施設サー

ビスの枠組みではないが、特定施設生活介護（有料老人ホーム）については、市内に５

か所となっており、地域のバランスを配慮し、整備については慎重に検討していくもの

である。 
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第４部 適正な利用者負担のあり方 

 第１章 持続可能な介護保険制度の実現に向けた施策 

  １ 一定以上所得者の利用負担の見直し（制度改正による） 

    ２０１５年度（平成２７年度）より一定以上の所得のある第 1 号被保険者の利用者負担

割合を２割とする。 

  ２ 高額介護サービス費の見直し（制度改正による） 

    医療保険の「現役並み所得者」がいる世帯の負担の上限額を 44,400 円とする。 

  ３ 特定入所者介護（予防）サービス費（いわゆる負担限度額）の見直し（制度改正による） 

    ・配偶者の所得については世帯分離がされていても勘案の対象となる。 

     ・預貯金等を勘案の対象とする。 

    ・非課税年金を勘案の対象とする 

  ４ 給付適正化の取り組み 

  国立市ではこれまでも「給付費通知」「ケアプランチェック」など給付適正化に取り組ん

できたところである。今後も引き続きこれら「給付適正化」の事業を実施していくことと

する。 

 

第２章 介護保険料 

 １ 介護保険料 

  （１）保険料 

    現行２０１２年度（平成２４年度）～２０１４年度（平成２６年度）の保険料は低所

得者の負担を軽減するため表１のように１3 段階の所得段階別で計算されている。 
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【表１  ２０１２年度（平成２４年度）～２０１４年度（平成２６年度）の所得段階別保険料】 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6 期 ２０１５年度（平成２７年度）～２０１７年度（平成２９年度）の保険 

料設定にあたっては介護給付費の推計と予防給付費の推計から費用額の総額を推計し 

た上で、それを賄うことの出来る保険料を算出することとした。保険料増の要因とし 

ては、 

① 第一号被保険者（６５歳以上の市民の方）の負担割合が２１％から２２％に 

変更になるため 

② 高齢者や認定者の増加に伴い、サービス量が増加するため 

③ 地域密着型サービスを整備するため 

    などがあげられる。 

     また、今回の制度改正により給付費の５割の公費に加えて別枠にて公費を投入し、低

所得者の保険料の軽減割合を拡大する施策が実施される。 

     これらを踏まえ第 6 期保険料については表２のとおりとする。 

     

段階 対象者 
基準額に 

対する比率 
保険料 

年額 

1 生活保護受給者、市民税世帯非課税で老齢福祉年金受給者 0.4 24,500 

2 市民税世帯非課税（課税年金収入額＋合計所得金額≦80 万円） 0.4 24,500 

3 市民税世帯非課税（課税年金収入額＋合計所得金額≦120 万円） 0.6 36,700 

4 市民税世帯非課税で第 3 段階に該当しない者 0.7 42,800 

5 市民税世帯課税、本人非課税で課税年金収入額＋合計所得金額≦80 万円 0.83 50,800 

6 市民税世帯課税、本人非課税で第 5 段階に該当しない者 1 61,200 

7 市民税本人課税（本人合計所得金額 125 万円未満） 1.1 67,300 

8 市民税本人課税（本人合計所得金額 125 万円以上 200 万円未満） 1.25 76,500 

9 市民税本人課税（本人合計所得金額 200 万円以上 400 万円未満） 1.5 91,800 

10 市民税本人課税（本人合計所得金額 400 万円以上 600 万円未満） 1.75 107,100 

11 市民税本人課税（本人合計所得金額 600 万円以上 800 万円未満） 2 122,400 

12 市民税本人課税（本人合計所得金額 800 万円以上 1000 万円未満） 2.25 137,700 

13 市民税本人課税（本人合計所得金額が 1000 万円以上） 2.5 153,000 
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【表２ ２０１５年度（平成２７年度）～２０１７年度（平成２９年度）の所得段階別保険料】 

段階 対 象 者 
基準額に 

対する比率 
保険料 

年額 

1 
生活保護受給者、市民税世帯非課税で老齢福祉年金受給者および 

市民税世帯非課税（課税年金収入額＋合計所得金額≦80 万円）の者 
0.35 23,700 円 

2 市民税世帯非課税（課税年金収入額＋合計所得金額≦120 万円） 0.6 40,600 円 

3 市民税世帯非課税で第２段階に該当しない者 0.7 47,400 円 

4 市民税世帯課税、本人非課税で課税年金収入額＋合計所得金額≦80 万円 0.83 56,200 円 

5 市民税世帯課税、本人非課税で第４段階に該当しない者 1 67,800 円 

6 市民税本人課税（本人合計所得金額 125 万円未満） 1.1 74,500 円 

7 市民税本人課税（本人合計所得金額 125 万円以上 200 万円未満） 1.25 84,700 円 

8 市民税本人課税（本人合計所得金額 200 万円以上 400 万円未満） 1.5 101,700 円 

9 市民税本人課税（本人合計所得金額 400 万円以上 600 万円未満） 1.75 118,600 円 

10 市民税本人課税（本人合計所得金額 600 万円以上 800 万円未満） 2 135,600 円 

11 市民税本人課税（本人合計所得金額 800 万円以上 1000 万円未満） 2.25 152,500 円 

12 市民税本人課税（本人合計所得金額が 1000 万円以上） 2.5 169,500 円 

この保険料設定にあたり、準備基金の活用については、これを取り崩さないこととする

答申が出されたが、準備基金をなるべく早期に被保険者へ還元する観点から 8,000 万円

を取崩して保険料基準月額を 5,650 円（年額 67,800 円）とした。 

なお、第 1 段階の比率 0.35 は上記別枠公費の投入による保険料減額が行われた後の比

率であり、もし公費の投入が行われない場合は比率0.4、保険料年額は27,１00円となる。 

      また、今後国によるさらなる公費投入が計画されており、これが実現した場合には再度低

所得者層の保険料を引き下げることが出来るようになる。 

     また、２０２０年度（平成３２年度）、２０２５年度（平成３７年度）の保険料基準年額

は、 

２０２０年度（平成３２年度） ８８，２３６円 

２０２５年度（平成３７年度）１０４，９７６円 

と推計されている。 

   （２）保険料減額 

     保険料減額については、現在、収入、預貯金、税等による被扶養の有無、居住用以外

の財産の有無などを判断基準とし、その適否を決定していくものである。 

     今後も被保険者にこの制度についての周知を行っていくものとする。 
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おわりに 

 地域包括ケアシステムの理論に詳しい筒井孝子兵庫県立大学教授は、2014 年 10 月 28 日付

け『日本経済新聞』の「経済教室」に「地域包括ケア、住民主体で」という論文を寄稿されてい

る。同論文には、「わが国は現在、急性期医療を中核とした従来のヘルスケアシステムを改良すべ

く、統合ケアと地域を基盤にしたケア（Community-based care）という２つを合流させよう

としている。この国際的にもまれな試みこそが、地域包括ケアシステムである。」と述べられてい

る。そして、筒井教授がいう「統合ケア」とは、世界保健機関（ＷＨＯ）の定義では、「診断、治

療、ケア、リハビリテーション、健康増進にかかわるサービスの構造化とマネジメント、提供お

よび情報交換を一つにまとめる概念」であり、その目的は、「ケアサービスの連続性と統合の向上

であり、ケアの質、アクセス、効率性を改善することである。」とされ、さらに「地域を基盤にし

たケアは、いわばローカルオーナーシップ、『地域住民こそが主体』という意味を持つ」とされて

いる。 

理論的には難解であるが、大胆に要約すると、わが国の市町村がその構築を求められている地

域包括ケアシステムとは、地域社会におけるヘルスケアのマネジメントを住民主体で行うことと

言えるのではないだろうか。そうであれば、その目標はどの市町村にとっても、きわめて高い目

標であると思われる。 

とはいえ、国立市はこれまで「地域包括ケアシステムの構築」に向けた様々な先駆的な事業を

着々と企画し、取り組んだ実績がある。今後も本事業計画の推進に着実に取り組むことが、国立

市における地域包括ケアシステムの構築につながると考える。 

なお、こうした地域包括ケアを推進するにあたり、介護人材の確保の問題が懸念されている。

次期の介護報酬の引き下げが決まり、介護保険事業における人材確保の困難化を危惧する関係者

も多いが、民間の介護人材の労働条件等について、市町村が直接取り組むことは簡単ではないし、

様々な議論もあると思う。ただし、市町村が地域包括ケアシステムの構築に取り組む過程で、よ

り効果的な人材育成の充実、ムリ・ムダ・ムラのない人材配置の工夫、あるいは重要課題に取り

組む戦略的な人材の投入など地域レベルでのヘルスケア人材配置の最適化を追求する取り組みは

必要になるのではないか。これは今後に残された重要な検討課題の一つであると思われる。 
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国立市介護保険運営協議会委員名簿 

敬称略 

大 分 類 中 分 類 所   属 氏   名 

第１号被保険者 
公募による第１号被

保険者 

第１号被保険者  宮 本  勝 實 

第１号被保険者 
 

那 須  和 子 
(H25.3.5～H26.11.19) 

 
三 田  賢 司 
(H26.12.9～) 

第２号被保険者 
公募による第２号被

保険者 

第２号被保険者  福 住  和 弥 

第２号被保険者  伊 藤  伸 一 

介護に関し学識

又は経験を有す

る者 

介護に関し学識又は

経験を有する者 

弁 護 士  関  戸   勉 

研究者（大学教授等） ◎ 林   大  樹 

研究者（大学教授等）  山 路  憲 夫 

国立市医師会 ○ 新 田  國 夫 

国立市歯科医師会  中 添  眞 二 

国立市薬剤師会  川 田  秀 子 

居宅介護支援事

業者又は介護サ

ービス提供事業

者 

居宅介護支援事業者 （社福）国立市社会福祉協議会  木 藤  博 之 

介護サービス提供事

業者 

特定非営利活動法人 
 川 田  キヨ子 

地域福祉サービス協会コスモス国立 

（社福）弥生会  林   瑞  哉 

（医社）国立あおやぎ会  中  川   進 

◎ 会長 

○ 副会長 
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国立市介護保険運営協議会の審議経過 
回数 開催日 主な審議内容 

第１回 平成２５年   

３月 ５日 

○委嘱状交付 ○正・副会長選出 ○運営協議会の任務

等について 

第２回 ４月１９日 ○国立市地域密着型サービスの整備予定について  

○食事サービスの状況について 

第３回 ５月２４日 ○定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の公募につ

いて 

第４回 ６月２８日 ○定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の公募につ

いて ○小規模多機能型居宅介護事業所の公募につい

て 

第５回 ８月１６日 ○平成２４年度国立市介護保険事業の運営状況につい

て○検討部会報告（寄贈地の活用について） 

第６回 ９月１９日 ○平成２５年度国立市地域密着型サービス事業者公募 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）に係るヒアリン

グ ○総合審査 

第７回 １０月１８日 ○社会保障制度改革国民会議報告書について 

○第５期事業計画の進捗状況について 

第８回 １１月１５日 ○地域包括支援センターの運営状況について 

○介護予防事業の流れについて 

第９回 １２月２０日 ○第６期介護保険事業計画策定諮問 

○介護保険制度改正の検討状況等について 

第１０回 平成２６年 

１月１６日 

○第６期介護保険事業計画に向けての検討課題（国立市

の現状と将来に向けての推計） ○高齢者施策の現状と

課題について ○予防事業について 

第１１回 ２月２８日 ○検討部会報告（日常生活総合事業について）○国立市

内地区別高齢者認定状況報告 

第１２回 ３月２０日 ○検討部会報告 ○国立市内通所介護事業所開設状況

報告 ○予防通所介護利用者の個別分析について 

第１３回 ４月１７日 ○検討部会報告（日常生活総合事業について） ○地域

密着型サービスの公募について 

第１４回 ５月１６日 ○検討部会報告 ○第６期事業計画についての国の動

向○要支援１、２の方へのアンケート案について 

第１５回 ６月２０日 ○第６期介護保険事業計画策定スケジュールについて 

○検討部会報告・認知症関連施策について 

第１６回 ７月１６日 ○平成２５年度介護保険運営状況 

○平成２５年度地域包括支援センター運営状況報告 

第１７回   ８月２５日 ○平成２６年度国立市地域密着型サービス事業者（認知 

症対応型共同生活介護及び 小規模多機能型居宅介護(複 

合型サービス含む)）の公募に係るヒアリング概要説明 

○認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の応募 

事業者に対するヒアリング複合型サービスの応募事業者 

に対するヒアリング認知症対応型共同生活介護（グループ 

ホーム）及び複合型サービスの応募事業者についての総 

合審査 

第１８回   ９月２２日 ○平成２７年度制度改正について 

第１９回  １０月１７日 ○第６期事業計画のサービス水準、給付費等について 

第２０回 １２月 ９日 ○検討部会報告○第６期事業計画の策定状況について 

第２１回 １２月１９日 ○新総合事業のあり方について ○第６期事業計画の

保険料について ○事業計画答申 章立て（案） 
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第２２回 平成２７年 

１月１３日 

○第６期事業計画の素案について ○保険料推計等に

ついて 

第２３回 １月２０日 ○第６期介護保険料について ○第６期事業計画（案）

答申について 

第２４回 １月２６日 ○第６期介護保険料について ○第６期事業計画（案）

答申について 

 ２月上旬 第６期介護保険事業計画（案）答申提出 

＊平成２５年７月から、介護予防・日常生活支援総合事業について検討を実施平成２６年 

1１月まで１１回開催した。 
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国

25.0%

都

12.5%

市

12.5%

第２号被

保険者

28.0%

第１号被

保険者

22.0%

介護予防・日常生活支援総合事

業

調整交

付金

（国）

5.0%
国

20.0%

都

12.5%

市

12.5%

第２号

被保険

者

28.0%

第１号

被保険

者

22.0%

標準給付費（居宅系）

介護保険事業費 

 標準給付費と地域支援事業費を合計した介護保険事業費は、３年間で１４９億２千７百万円程

度と見込みます。 

介護保険事業費 

（千円） 

第６期計画 
合 計 

（３年間） 
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

標 準 給 付 費 4,520,311 4,647,856 4,956,889 14,125,056 

地域支援事業費 197,689 298,563 305,798 802,050 

合   計 4,192,242 4,407,949 4,619,435 14,927,106 

財源構成 

 事業費の財源は、第１号被保険者の保険料のほか、第２号被保険者の保険料（介護給付費交付

金）、国・都・市の負担金、国の調整交付金によって構成されます。調整交付金の５％については、

第１号被保険者の後期高齢者割合及び所得段階別割合に応じて決定されます。 

 

 

国

39.0%

都

19.5%

市

19.5%

第１号

被保険

者

22.0%

包括的支援事業・任意事

業

標準給付費（施設系） 
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（保険料の算出手順） 

具体的な保険料の基準月額の算出手順は以下のとおり。 

 

・第１号被保険者負担分相当額 

 

＝（標準給付見込額＋地域支援事業費）×第１号被保険者負担割合（２２％） 

 

・保険料収納必要額 

 

＝第１号被保険者負担分相当額＋調整交付金相当額－調整交付金見込額－準備基金等取崩額

＋特別給付、保険料減免額等 

 

・保険料の基準額（年額） 

 

＝保険料収納必要額÷予定保険料収納率÷所得段階別加入割合補正後被保険者数 

 

・保険料の基準額（月額） 

 

＝保険料の基準額（年額）÷１２ 
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単位：円

決算見込
平成２４年度 平成２５ 平成２６ 平成２７ 平成２８ 平成２９

①訪問介護 425,693,323 420,971,304 406,897,123 456,020,750 469,009,347 498,322,940
②訪問入浴介護 36,506,152 28,225,843 24,705,772 20,802,287 17,230,282 19,458,637
③訪問看護 137,258,068 135,315,502 126,436,421 119,964,389 114,602,112 114,850,043

④訪問リハビリテーション 18,733,936 20,196,190 19,760,492 20,784,361 21,708,505 24,303,162

⑤居宅療養管理指導 47,147,327 50,909,271 48,188,617 47,930,836 46,756,540 46,835,583
⑥通所介護 386,257,291 430,385,535 472,431,525 518,342,436 562,714,991 631,675,007
⑦通所リハビリテーション 222,880,358 225,069,248 251,757,423 279,624,247 306,875,948 348,701,025
⑧短期入所生活介護 76,766,103 86,543,834 91,440,875 96,106,716 99,330,598 110,730,051
⑨短期入所療養介護 39,305,382 35,240,495 37,665,308 35,830,688 34,909,179 35,559,863
⑩特定施設入居者生活介護 354,722,106 382,380,584 378,479,941 378,187,797 388,350,890 396,377,828
⑪福祉用具貸与 118,086,607 117,769,213 119,735,319 122,536,910 120,876,612 122,701,309
⑫特定福祉用具販売 7,350,835 7,021,030 3,742,182 9,143,216 10,242,636 11,706,066
①定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 0 0 28,071,207 41,636,110 54,983,337
②夜間対応型訪問介護 2,788,870 3,363,786 1,608,169 1,878,925 2,085,578 2,337,991
③認知症対応型通所介護 105,750,654 102,593,628 96,262,423 78,932,812 55,032,122 36,731,945
④小規模多機能型居宅介護 36,110,845 41,555,829 37,500,306 35,448,757 75,074,788 117,255,803
⑤認知症対応型共同生活介護 167,377,084 167,924,643 174,207,761 186,500,493 240,372,132 275,103,186
⑥地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 0
⑦地域密着型介護福祉施設 0 0 0 0 0 0

⑧複合型サービス 0 0 0 18,854,562 39,621,282 70,389,631
13,533,433 11,834,168 10,754,631 12,520,045 14,127,674 16,329,356

187,779,542 196,978,403 201,736,850 204,287,918 204,752,639 211,377,731
①介護老人福祉施設サービス 730,244,319 719,029,739 723,169,669 737,134,305 754,045,794 767,556,186
②介護老人保健施設サービス 543,830,058 599,743,948 623,174,407 625,010,662 641,806,661 655,072,349
③介護療養型医療施設サービス 152,288,672 148,236,119 125,973,311 116,861,109 116,635,349 116,635,349

3,810,410,965 3,931,288,312 3,975,628,529 4,150,775,427 4,377,797,767 4,684,994,380

①介護予防訪問介護 54,371,080 48,987,772 74,849,835 20,587,719 0 0
②介護予防訪問入浴介護 0 16,746 0 0 0 0
③介護予防訪問看護 14,701,607 15,391,358 16,452,728 15,352,154 14,379,715 13,303,935
④介護予防訪問リハビリテーション 3,101,739 2,377,506 1,498,337 940,980 812,708 905,371
⑤介護予防居宅療養管理指導 3,449,466 2,997,135 2,710,131 2,196,683 1,738,466 1,284,972
⑥介護予防通所介護 51,601,400 64,913,866 86,738,579 53,553,208 0 0
⑦介護予防通所リハビリテーション 21,301,708 21,206,129 20,024,109 18,588,710 17,558,772 16,607,046
⑧介護予防短期入所生活介護 288,721 846,421 104,399 0 0 0
⑨介護予防短期入所療養介護 28,665 93,937 0 0 0 0
⑩介護予防特定施設入居者生活介護 24,082,108 17,168,920 14,808,193 18,635,515 19,136,309 19,531,843
⑪介護予防福祉用具貸与 9,401,229 11,749,761 12,309,871 13,097,550 13,940,441 14,912,945
⑫介護予防特定福祉用具販売 1,800,273 1,425,283 1,320,425 2,616,249 3,134,414 3,679,267

①介護予防認知症対応型通所介護 279,410 0 0 0 0 0

②介護予防小規模多機能型居宅介護 1,014,834 1,019,100 1,025,316 996,883 1,003,923 1,022,557

③介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 0 0 0

7,449,553 6,626,800 3,574,166 6,354,171 7,064,702 7,276,627
22,390,308 23,722,580 25,238,133 19,675,510 14,784,210 16,521,412

215,262,101 218,543,314 260,654,222 172,595,330 93,553,659 95,045,976

4,025,673,066 4,149,831,626 4,236,282,751 4,323,370,757 4,471,351,426 4,780,040,355

（４）居宅介護支援

介護給付等対象サービス見込量の推計
推計値

予防給付費計（小計）

総　　　　計

介護給付費計（小計）

(

１

)
介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス

（２）地域密
着型介護予
防サービス

（３）住宅改修
（４）介護予防支援

（
１

）
居
宅
サ
ー

ビ
ス

実績値

（５）介護保
険施設サー

ビス

（
２

）
地
域
密
着

型
サ
ー

ビ
ス

（３）住宅改修

 

 


